
本別町住宅改修等助成交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、住宅改修等を行う者に対し、費用の一部を助成することにより、町民が安心し

て住み続けられる住まいづくりと居住環境の向上、子育て世帯等の定住促進支援に資するとともに、

空き家の利活用の促進と地域経済の活性化を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）住 宅 自らが所有する家屋で、自らが現に居住の用に供し、賃貸及び空き家物件にあっ

ても居住の用に供し、かつ、町内に存するものをいう。 

（２）併 用 住 宅 個人住宅部分と事務所、店舗その他これらに類する用途の部分又は車庫が一体と

なったものをいう。 

（３）空 き 家 住宅又は併用住宅で概ね３ヶ月以上居住に使用されていない物件をいう。 

（４）改修等工事 住宅（併用住宅については、個人住宅部分又は居住部分に限る。）の機能の維持

及び向上のために行う別表１に定める増築、改築、修繕、模様替え、設備改善、家財道具等処

分費（空き家に限る。）等の工事等をいい、別表２に定める改修等工事は対象としない。 

 

（助成の対象者） 

第３条 助成の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１）申請日現在において、本町に住民登録を行っている者又は一戸建て空き家住宅の個人所有者と

売買又は賃貸借契約をする者は入居時（助成を受けるとき）に本町に住民登録を行っている者。 

（２）助成対象となる住宅の個人所有者で、かつ、この住宅に居住している者又は一戸建てで個人所

有の賃貸住宅に居住している個人借主である者又は一戸建て空き家住宅の個人所有者と令和６

年４月１日以降に売買又は賃貸借契約をしてから１年以内に改修等工事を行い居住する個人で

ある者。 

（３）申請者本人が、町税や町に納付すべき公共料金等の滞納をしていない者。 

（４）申請者本人が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２条

第６号に規定する暴力団員ではない者。 

（５）過去に本事業及び本別町住宅取得助成事業の新築住宅（建売住宅）による助成金の交付を受け

ていない者。 

 

（助成の対象要件） 

第４条 助成の対象となる要件は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）賃貸住宅の個人借主は、住宅の所有者から改修等工事の承諾を得ていること。 

（２）賃貸及び空き家住宅の所有者は、法人、不動産業や給与住宅の所有者ではなく、申請者本人の

３親等以内の親族でないこと。 

 

（助成対象の改修等工事） 

第５条 助成の対象となる改修等工事は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）町内に事業所、営業所等を有する法人又は町内で営業をする個人で建設業等を営む者が施工す

ること。 

（２）第８条の交付決定を受けた後に着手する工事であり、かつ申請年度の３月末日までに事業完了

することができる工事であること。 

（３）改修工事等に要する費用の合計が別表３に掲げる助成要件の工事費（消費税及び地方消費税の

額を除く。）以上のもの。 



２ 前項の規定にかかわらず、他の助成制度を利用している部分については、助成の対象としない。 

 

（助成の額） 

第６条 助成の区分、助成要件及び助成金額は、別表３に掲げるとおりとする。ただし、同一世帯と

判断できる世帯に対して１回限りの助成とする。 

２ 助成金は、町内の協同組合等が発行する商品券（以下「商品券」という。）及び現金とする。 

 

（交付の申請） 

第７条 助成の交付を受けようとする者は、住宅改修等工事に着手する前に本別町住宅改修等助成交

付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、当該年度の１月末日までに町長に提出しなけ

ればならない。 

（１）住宅改修等に係る見積書又はその写し 

（２）施工前の住宅外観の写真及び改修等箇所の写真 

（３）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条又は第６条の２に規定する確認済証の写し

（建築確認申請が必要な改修等工事に限る。） 

（４）賃貸住宅にあっては、住宅所有者の承諾書 

（５）空き家住宅にあっては、売買又は賃貸借契約書の写し 

（６）前各号に掲げるもののほか、改修等の内容が確認できる書類 

 

（交付の決定） 

第８条 町長は、前条の規定による申請があったときは、内容を審査し、その適否を決定し、本別町

住宅改修等助成交付・不交付決定通知書（第２号様式）により当該申請者に通知するものとする。 

 

（事業の着手） 

第９条 前条の規定により助成の交付決定を受けた者（以下「交付対象者」という。） は、該当する

改修等工事に着手するものとする。 

 

（助成交付申請の変更及び中止） 

第１０条 交付対象者は、当該決定を受けた後において、事業計画を変更又は中止しようとするとき

は、本別町住宅改修等助成交付変更・中止申請書（第３号様式）に必要な書類を添えて町長に提出

し、承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

２ 町長は、前項の規定による申請があったときは内容を審査し、その適否を決定し、本別町住宅改

修等助成交付変更・中止決定通知書（第４号様式）により交付対象者に通知するものとする。 

 

（完了実績報告書） 

第１１条 交付対象者は、該当する改修等工事の完了後、速やかに本別町住宅改修等助成完了実績報

告書（第５号様式）に、次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。 

（１）改修等工事に係る請求書及び工事内訳書の写し 

（２）改修等工事に係る費用の支払を証する書類 

（３）改修等工事を行った部分の施工中及び施工後の写真 

（４）建築基準法第７条第５項の規定による検査済証の写し（建築確認申請が必要な改修等工事に限

る。） 

（５）前各号に掲げるもののほか、改修等工事の内容が確認できる書類 

 

（審査及び支払） 

第１２条 町長は、前条の規定による実績報告があったときは、その内容を審査し適当と認める場合



は助成の額を確定し、交付対象者からの請求に基づき助成金を支払うものとする。 

２ 前項の規定による請求は、本別町住宅改修等助成交付請求書（第６号様式）により行うものとす

る。 

３ 町長は、必要に応じ、改修等工事の状況について、現地調査を行うことができる。 

 

（助成金の返還） 

第１３条 町長は、偽りその他不正の手段により助成の交付を受けた者があるときは、その者から当

該助成金の全部又は一部を返還させることができる。 

 

（委任） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、助成の交付に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附  則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和９年３月３１日限りでその効力を失う。ただし、同日までに交付の決定がされ

た助成金については、第１３条及び第１４条の規定は、同日後もなおその効力を有する。 

   

別表１（第２条関係） 

対象とする改修等工事 

 

増改築工事 

基礎・土台・柱の改修 

外壁・屋根の改修 

風除室・サンルーム・バルコニーの改修 

断熱の改修 

建具の改修、取り換え 

（窓ガラス、サッシ、扉、ドア、ふすま、障子、造りつけ収納） 

床・内壁・天井の内装材張り替え 

畳の表替、交換 

ユニットバス・便器・洗面化粧台・ボイラーの交換、設置 

屋内給排水・ガス・給湯配管の交換、設置 

省エネ設備（エコキュート・エコジョーズ）機器の購入・設置 

システムキッチン等の交換、設置 

間取り変更に伴う壁等の改修、設置 

防犯システム・火災報知器・インターホンの交換設置 

スイッチ・コンセントの交換 

換気扇の改修、設置 

家財道具等処分費（空き家に限る） 

その他改修等に伴う付帯工事 

 

 

 

 

 



  別表２（第２条関係） 

対象としない改修等工事 

 

住宅以外の改修等工事 

車庫・物置等の改修、設置工事 

外構工事（門・塀・舗装・ロードヒーティング等） 

ストーブ・エアコンの購入、設置 

家具、家電製品、照明器具の購入、取り付け 

TV・BS・CS・ケーブルテレビアンテナの交換設置 

設計費 

産業廃棄物運搬処理費（空き家で家財道具等の処分費は含まず） 

合併処理浄化槽設置 

太陽光発電システム設置 

他の補助等を受ける工事 

 

 

別表３（第５条、第６条関係） 

区  分 助成要件 助成金額 
助成金額の内、

商品券分 

一般住宅の改修 

 

工事費３０万円以上 一律 １０万円 ５万円 

工事費１００万円以上 一律 ３０万円 １０万円 

子育て、移住、若者夫婦

世帯住宅の改修 

工事費３０万円以上 一律 １５万円 ５万円 

工事費１００万円以上 一律 ５０万円 １０万円 

空き家住宅の改修 

 工事費１００万円以上 
助成率３０％ 

(上限１００万円) 
１０万円 

１ 工事費は消費税及び地方消費税を除いた額とする。 

２ 町内建設業者施工とは、元請業者が町内建設業者である場合に限り対象とし、下請工

事又は工事の一部を施工する場合は対象外とする。 

３ 子育て世帯とは、申請者と同居する１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの

間にある子がいる世帯とする。 

４ 移住世帯とは、町内に住所を有してから第７条に規定する助成金の交付申請までの期

間が３年以内の者（第１１条に規定する完了実績報告までの期間に町内に転入し、居住

することを誓約する者を含む）をいう。ただし、第７条の助成金の交付申請前３年の間

に転出した者を除く。  

５ 若者夫婦世帯とは、申請時に夫婦のみの世帯であり夫婦のいずれかが３９歳に達する

日以後の最初の３月３１日までにある世帯とする。 

６ 助成金額のうち、商品券は町内の協同組合等が発行する商品券とする。 

 

 


